
定員管理適正化計画 令和元年度改定 

 

 定員管理適正化方針（令和２年３月２５日） 

 

１ 職員数の現状と推移 

  定員管理の適正化については、昭和５９年度以降新規採用職員の抑制

や各種協議会・審議会事務局の民間への移行、機構改革の実施、自動車

学校の民営化などにより職員数の抑制を図ってきました。しかしながら、

国が示す基準数値と本町の職員数を比較すると、本町の職員数は、相当

数多い状況でありました。 

  この大きな要因としては、昭和４５年から４７年にかけて発生した集

中豪雨からの復旧と、立ち遅れていた地域振興や文化的な生活基盤の整

備、各種の福祉関連施設の整備などを図るため、学校給食センター・特

別養護老人ホーム・中央公民館・環境センターなどの施設建設を行い、

これに伴って多くの職員を採用したことによるものです。 

  平成７年２月に定員管理適正化計画を定め、その後数度の改定と見直

しを実施し、行政全般にわたり着実な行財政改革の推進を図った結果、

平成７年４月１日現在の職員数２６０人は、平成３１年４月１日には１

７５人と８５人の減、減少率３２．７％、人口千人当たりの職員数は２

０．４人から１９．１人、減少数１．３人としたところです。（別図１・

別図２参照） 

 

２ 類似団体との比較 

国が分類して示す※１類似団体の一般行政部門基準値に対する本町の

一般行政部門職員数は、前計画策定当初の平成２５年度では８４人に対

し３８人の超過でありましたが、平成３０年度では一般行政部門基準値

１１１人に対し超過人数は２人まで抑制されました。 

これは、前計画の目標値以上に定員の削減を行ったことに加え、平成

２７年度に本町の人口が１万人を下回り、国が示す類似団体の分類（類

似団体コード）がⅢ－２からⅡ－２に移行し、一般行政部門基準値が増

加したことが超過人数抑制の要因です。（別図３参照） 

※１ 類似団体：市町村の人口や産業構造を基に国が同規模程度の町村を分類したもので、

平成３１年度当初の本町の類似団体コードはⅡ－２（人口 5千人以上１万人

未満、産業構造Ⅱ次・Ⅲ次８０％以上かつⅢ次６０％以上の団体） 



３ 本計画の目標 

本町は１２９．８７㎢の広大な町域で、保育園を２か所設置している

ことに加え、国において定年退職年齢の引き上げが検討されているもの

の、今後は再任用職員数の減少も見込まれるため、多様化する行政需要

に対応し、住民サービスの水準を低下させないため一定の職員数を維持

することが必要です。 

そこで、適正な定員管理と安定した住民サービスの供給を図るため、

次の点を重点項目に挙げ、職員数の確保を目指し改正するものです。 

  今回の定員管理適正化計画は、計画期間を令和２年度から令和６年度

までとし、平成３１年度当初の職員数１７５人に対し５人の増、令和６

年度の職員数を１８０人とするものとします。 

  これは、平成３１年度当初の一般職の職員１７５人と再任用職員１０

人の合計１８５人を基本とし、今後の定年退職者数と再任用職員数を見

据え、一般職の職員数を増やし１８５人を維持するものです。（別図４参

照） 

 

４ 重点項目 

⑴ 職員の新採用に当たっては、事務事業等の見直しにより関係する課

係の統廃合を進めるとともに、新たな行政需要を見定め、職員の年齢

や職種構成を勘案し、会計年度任用職員や再任用職員の活用により最

低限の採用とする。 

⑵ 各施設の指定管理や、住民及びボランティア等との協働を推進する。 

⑶ 各種研修等を通じ職員の能力向上を図るとともに、事務事業を精査

し効率的な行政運営に努める。 

 

５ 進捗状況及び経緯、目標 

経 緯 （実 績） 

年 度 職 員 数 増 減 数 累  計 

平成 ６年度 ２６１ ０ ０ 

平成 ７年度 ２６０ △１ △１ 

平成 ８年度 ２５５ △５ △６ 

平成 ９年度 ２４７ △８ △１４ 

平成１０年度 ２４５ △２ △１６ 

平成１１年度 ２４６ １ △１５ 

平成１２年度 ２４２ △４ △１９ 



年 度 職 員 数 増 減 数 累  計 

平成１３年度 ２３８ △４ △２３ 

平成１４年度 ２４１ ３ △２０ 

平成１５年度 ２４０ △１ △２１ 

平成１６年度 ２４１ １ △２０ 

平成１７年度 ２３５ △６ △２６ 

平成１８年度 ２２９ △６ △３２ 

平成１９年度 ２２２ △７ △３９ 

平成２０年度 ２１５ △７ △４６ 

平成２１年度 ２０９ △６ △５２ 

平成２２年度 １９７ △１２ △６４ 

平成２３年度 １９６ △１ △６５ 

平成２４年度 １９４ △２ △６７ 

平成２５年度 １９０ △４ △７１ 

平成２６年度 １８７ △３ △７４ 

平成２７年度 １８４ △３ △７７ 

平成２８年度 １８３ △１ △７８ 

平成２９年度 １７８ △５ △８３ 

平成３０年度 １７７ △１ △８４ 

平成３１年度 １７５ △２ △８６ 

 

○Ｈ２２年度から広域、社協、いすみ鉄道派遣職員を含まない数値（定員

管理調査数値） 

 

〇定員管理調査に基づく大分類別職員数の推移については、別図５参照 

 

目標値と年度別職員数の見込み 

 

年 度 目標値 職員数の見込 増減数 累  計 

令和２年度 １８０ １７６ １ △８５ 

令和３年度 １８０ １７７ １ △８４ 

令和４年度 １８０ １７８ １ △８３ 

令和５年度 １８０ １７９ １ △８２ 

令和６年度 １８０ １８０ １ △８１ 

 


